予算要求資料
平成28年度６月補正予算　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費
	事業名　新内水面漁業研修センター設置運営事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　農政部　里川振興課　里川振興係　電話番号：058-272-1111（内2892）

　　　　　　　E-mail： c11428@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　補正要求額　　5,316千円（現計予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正

要求額
	5,316
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,316

	決定額
	4,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,600


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
・開発途上国において魚は重要な動物性タンパク源であるとともに、漁業

や養殖業は生計を支える重要な手段となっている。このような中、内水

面漁業の国際モデルになりうるものとして「清流長良川の鮎」（長良川

システム）が世界農業遺産に認定された。今後は認定遺産の責務として、

「長良川システム」の優れた点を世界に発信するとともに開発途上国に

対する技術支援などを行うことによって途上国における内水面漁業の

発達に貢献していく必要がある。しかし、支援を実施するためには研修
員の受入れ体制の整備や途上国のニーズ把握などの課題がある。

・当該研修センターでのJICA事業に係る研修員の受入れについては、当初９月中旬以降と見込んでおり、その受入れまでに水産研究所（本所）の資料室を改修する予定であったが、その受入れの時期が７月下旬に前倒しとなったため、早急に資料室を改修する必要性が生じた。
・また、JICA事業に係る研修員の受入れのほか、新たに東南アジア漁業開発センター（SEAFDEC）職員を研修員として受け入れることとなった。

（2） 事業内容
○開発途上国の支援施設として内水面漁業研修センターを整備する。
・備品等の整備経費
空調設備、大判プリンター、ノート型パソコン、会議用テーブル、演台、会議用椅子、ICレコーダー、ロッカー、看板、胴付長靴、書籍
○SEAFDEC等に係る研修員の受入れ経費

　　 ・県では国際貢献を果たすため、平成30年度を目途に県独自の研修プロ
グラムを開発してJICA事業（草の根技術協力事業）を受託・実施する
ことを目指しているため、早期に相手機関を探す必要がある。

（3） 県負担・補助率の考え方
世界農業遺産「長良川の鮎」の認定自治体として、当該事業は県が取り組む必要がある。
（4） 類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	1,320
	費用弁償

	消耗品費
	1,049
	会議用テーブル・椅子、演台、ＩＣレコーダー、ロッカー等

	委託料
	418
	通訳料

	使用料及び賃借料
	300
	マイクロバス借上

	工事請負費
	1,741
	空調設備

	備品購入費
	488
	大判プリンター、ノート型パソコン

	合計
	5,316
	


	　決定額の考え方　
要求内容を精査のうえ、所要額を計上します。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　新たなぎふ農業・農村基本計画の重点施策「里川の振興」（平成２８年３月策定）に係る中核事業である。
（２）他県の状況
　　　先に世界農業遺産の認定を受けた石川県では、県が途上国からの研修者の受入れ事業を実施している。

（３）後年度の財政負担
　　　世界農業遺産「長良川の鮎」の認定自治体として、当該事業は県が実施。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・開発途上国の技術支援ニーズを把握するとともに、研修プログラムの整備等受入れ体制を整備して内水面漁業研修センターを設立することにより、途上国における内水面漁業の発展に貢献する。　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	開発途上国の技術支援ニーズの把握、研修ノウハウの習得、カウンターパートの発掘等が目的であり、指標を設定することがなじまない。



（平成27年度の取組）

	


（平成27年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	既存の世界農業遺産は、開発途上国における世界農業遺産候補地が認定されるように支援しなくてはならない。このため「長良川システム」の優れた点を情報発信するとともに、途上国に対して技術的な支援を行う必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　開発途上国の技術支援ニーズの把握、それに応じた研修プログラム等の開発など技術支援体制の整備が課題である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

内水面漁業研修センターの技術支援体制を整備するとともに、センターの設立を海外にＰＲする。



